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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成27年６月26日に提出いたしました第91期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　　第２　事業の状況

     ２　生産，受注及び販売の状況

     ７　財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

 

第２ 【事業の状況】

 

２ 【生産，受注及び販売の状況】

当社グループにおける生産，受注及び販売の状況については，電気事業がその大半を占めているため，電気事業の

みを記載している。

(1) 需給実績

 
（訂正前）

種別
当連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

対前年増減率(％)

発受電電力量
（百万kWh）

自社

水力発電電力量 8,718 11.4

火力発電電力量 117,412 △2.8

原子力発電電力量 － －

新エネルギー
発電電力量

(100)
45

(△29.2)
△14.9

融通・他社受電電力量 9,050 △12.7

揚水発電所の揚水用電力量 △710 △28.0

合計 134,515 △2.5

損失電力量（百万kWh） △10,440 △4.7

販売電力量（百万kWh） 124,075 △2.4

出水率（％） 104.6 －
 

(注) １  火力は，汽力と内燃力の合計である。

     ２  新エネルギー発電電力量の（ ）内は，バイオマスの火力混焼による発電電力量を再掲している。

     ３　融通・他社受電電力量は，受電電力量から送電電力量を控除した電力量を記載している。

４  揚水発電所の揚水用電力量とは，貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。

５ 出水率は，昭和58年度から平成24年度までの30カ年平均に対する比である。
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（訂正後）

種別
当連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

対前年増減率(％)

発受電電力量
（百万kWh）

自社

水力発電電力量 8,718 11.4

火力発電電力量 117,412 △2.8

原子力発電電力量 － －

新エネルギー
発電電力量

(100)
45

(△29.2)
△14.9

融通・他社受電電力量 9,050 △12.7

揚水発電所の揚水用電力量 △707 △28.3

合計 134,518 △2.5

損失電力量（百万kWh） △10,443 △4.7

販売電力量（百万kWh） 124,075 △2.4

出水率（％） 104.6 －
 

(注) １  火力は，汽力と内燃力の合計である。

     ２  新エネルギー発電電力量の（ ）内は，バイオマスの火力混焼による発電電力量を再掲している。

     ３　融通・他社受電電力量は，受電電力量から送電電力量を控除した電力量を記載している。

４  揚水発電所の揚水用電力量とは，貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。

５ 出水率は，昭和58年度から平成24年度までの30カ年平均に対する比である。
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７ 【財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（経営成績の分析）

(1) 営業収支

①　電気事業

（省略）

〔発受電電力量〕

 

（訂正前）

 
前連結会計年度
(自　平成25年４月１日

　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日

　至　平成27年３月31日)

増　減 増減率(%)

自
　
社

水力（億kWh） 78 87 9 11.4

（出水率％） (95.7) (104.6) (8.9)  

火力（億kWh） 1,207 1,174 △33 △2.8

原子力（億kWh） ― ― ― ―

（設備利用率％） (―) (―) (―)  

新エネルギー（億kWh） 1 1 △0 △14.9

融通・他社受電（億kWh) 104 90 △14 △12.7

揚水用（億kWh) △10 △7 3 △28.0

合　　　計 1,380 1,345 △35 △2.5
 

 

（訂正後）

 
前連結会計年度
(自　平成25年４月１日

　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日

　至　平成27年３月31日)

増　減 増減率(%)

自
　
社

水力（億kWh） 78 87 9 11.4

（出水率％） (95.7) (104.6) (8.9)  

火力（億kWh） 1,207 1,174 △33 △2.8

原子力（億kWh） ― ― ― ―

（設備利用率％） (―) (―) (―)  

新エネルギー（億kWh） 1 1 △0 △14.9

融通・他社受電（億kWh) 104 90 △14 △12.7

揚水用（億kWh) △10 △7 3 △28.3

合　　　計 1,380 1,345 △35 △2.5
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